
JP 2017-200278 A 2017.11.2

10

(57)【要約】
【課題】永久磁石210式ブラシレス電動機において、磁
極端部形状のトルク生成への寄与を向上し、より少ない
磁石使用量でトルクを生成できる回転子構造を提供する
ことである。
【解決手段】固定子と永久磁石210式回転子を備えるブ
ラシレス電動機において、固定子と、径方向にエアギャ
ップを介して固定子と向き合う回転子と、を備える電動
機であって、回転子は、鉄心200と、鉄心200に支持され
る永久磁石210と、永久磁石210の固定子に近い側の面に
配置される軟磁性磁極材220と、を有し、軟磁性磁極材2
20は、固定子に近い側に回転面内で円弧状の表面を有し
、かつ永久磁石210の周方向の幅より大きく形成された
固定子側磁極材と、永久磁石210に近い側に形成されか
つ固定子側磁極材の周方向の幅より小さく形成された磁
石側磁極材と、を有し、かつ固定子側磁極材において磁
石側磁極材の周方向の幅より大きく形成された部分に突
起部を有する電動機により解決できる。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定子と、
　前記固定子と対向して設けられ、径方向に、鉄心と、永久磁石と、軟磁性磁極材とを配
置して磁極を構成する回転子と、を備え、
　前記軟磁性磁極材は、前記固定子に近い側に円弧状の表面を有し、かつ前記永久磁石よ
りも大きな幅を前記回転子の周方向に有する突出部が形成されている電動機。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動機において、
　前記回転子の磁極を構成する前記永久磁石、および前記軟磁性磁極材は、側壁部をそれ
ぞれ備え、
　前記回転子の隣接する前記磁極と前記磁極の間には、前記永久磁石の前記側壁部および
前記軟磁性磁極材の前記側壁部に接触して、前記軟磁性磁極材および前記鉄心よりも比透
磁率の小さな材料が配置され、
　前記軟磁性磁極材と前記鉄心とは、前記永久磁石および前記材料により分離されている
電動機。
【請求項３】
　請求項２に記載の電動機において、
　前記回転子の径方向外側に装着される金属製のカバーを備える電動機。
【請求項４】
　請求項２または請求項３に記載の電動機において、
　前記材料は、樹脂または空隙である電動機。
【請求項５】
　請求項２から請求項４までのいずれか一項に記載の電動機において、
　前記軟磁性磁極材は、前記永久磁石を前記側壁部の両側から挟み込む突起部を有する電
動機。
【請求項６】
　請求項２から請求項４までのいずれか一項に記載の電動機において、
　前記鉄心は、前記永久磁石を前記側壁部の両側から挟み込む突起部を有する電動機。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までのいずれか一項に記載の電動機は、
　自動車の電動パワーステアリングまたは電動ブレーキに用いられる電動機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両の電動化による油圧の代替や、ハイブリッド自動車、電気自動車の市場拡大の流れ
を受けて、電動パワーステアリング装置（以下、EPS装置と称する）の装着率が急速に増
大している。
【０００３】
　EPS装置では、電動機がステアリングホイール操作をアシストすることから、運転者は
ステアリングホイールを介して、電動機のトルク脈動を手に感じることになる。このため
、EPS装置用の電動機では、コギングトルクを電動機によるアシストトルクの1/1000程度
に、トルクリップルをアシストトルクの１％程度に小さくする必要がある。さらに、近年
、アイドリングストップやブレーキなどの運転操作の一部を自動化する機能を搭載した車
の普及を背景に、運転快適性の向上とともに車室内の静音化が進展している。この結果、
車室内騒音の低減の観点から、EPS装置などの電装品に用いられる電動機に対して低振動
、低騒音が求められている。また、同時に、電動機を含めた装置の価格低減が求められて
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いる。
【０００４】
　特許文献１には、回転子コア、永久磁石、永久磁石より固定子側に凸となるように配置
される磁極片を有する電動機の回転子が示されている。この特許文献１では、磁極片の露
出面側の両端部分に切り欠き状の段部が形成されている。そのため、磁極片と固定子との
平均的距離が大きくなり、トルクを低下させる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４９６９０６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１では、少ない磁石使用量でトルクを生成するための有効な磁極の端部形状に
課題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の電動機は、固定子と、前記固定子と対向して設けられ、径方向に、鉄心と、永
久磁石と、軟磁性磁極材とを配置して磁極を構成する回転子と、を備え、前記軟磁性磁極
材は、前記固定子に近い側に円弧状の表面を有し、かつ前記永久磁石よりも大きな幅を前
記回転子の周方向に有する突出部が形成されている。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、磁極の端部形状によるトルク生成への寄与を向上させ、より少ない磁
石使用量でトルクを生成できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】電動機の断面図である。
【図２】第1の実施形態に係る回転子の断面図である。
【図３】第1の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図４】第２の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図５】第３の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図６】第４の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図７】第５の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図８】第６の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図９】第７の実施形態に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図１０】比較例１に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図１１】比較例２に係る回転子の断面図の部分拡大図である。
【図１２】比較例と実施形態との特徴を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　次に、本発明の実施形態について、図面を参照しながら説明する。なお、各図面におい
て、同様の構成要素については、同一の符号を付して説明を省略する。
　なお、本実施形態の電動パワーステアリング装置（EPS装置）向け電動機は、EPS装置の
みならずその他の自動車補機、例えば電動ブレーキ向け電動機にも適用可能である。さら
には、低振動化が好ましい産業用の電動機全般にも適用可能である。
【００１１】
　以下では、本実施形態の構造を得る際に、回転子磁極の構造と、トルク、熱減磁、コギ
ングトルクとの関係について検討した結果を説明する。その後、実施形態について、図面
を参照して説明する。なお、以下の説明において、「軸方向」は、回転子の回転軸に沿っ
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た方向を指す。「周方向」は、回転子の回転方向に沿った方向を指す。「径方向」は、回
転子の回転方向に垂直な方向を指す。
【００１２】
　まず、トルク生成と磁極形状の関係について説明する。回転子磁極の固定子側表面形状
に関して、表面形状と固定子内径との平均的距離が小さいほどトルクが向上しやすい。こ
れは、エアギャップの磁気抵抗が小さくなるために、磁石磁束が固定子側に通りやすくな
るとともに、固定子からの磁束も磁石側に通りやすくなるためである。また、固定子側の
磁極の表面形状には、通常、製造しやすい円弧状の形状が用いられるが、磁極の円弧半径
を回転子の外表面の回転半径に一致させたときに、磁極表面と固定子の平均距離が最も小
さくなる。このため、磁極の円弧半径を回転子の外表面の回転半径に一致させると、最も
有効にトルクを生成できると考えられる。
【００１３】
　次に、熱減磁と磁極形状の関係について説明する。磁石に端がなく、磁石と固定子のエ
アギャップの長さのみを考慮すればよい理想極限では、エアギャップの長さが小さいほう
が減磁界の影響が小さく、熱減磁が小さくなる。しかし、通常の表面磁石回転子のように
、各磁石が距離を隔てて設置されている場合は事情が異なる。永久磁石の表面円弧半径が
回転子半径に近い場合は、永久磁石の外周側の端は角であるために固定子からの減磁界の
影響を大きく受け、永久磁石の端部に熱減磁が大きくなる。一方、永久磁石の表面円弧半
径が回転子半径より小さく、外周側の端と固定子とのエアギャップの長さが磁石中央と比
べて大きく、固定子からの減磁界の影響を受けにくい場合は、永久磁石の端部に熱減磁が
生じにくい。これらのことから、有効にトルクを生成するために、永久磁石の表面円弧半
径を回転子半径に近くする場合は、永久磁石の外周側の端部に熱減磁が大きく生じやすい
。このため、通常は、磁石端部でのエアギャップを大きくして熱減磁を緩和しつつ、かつ
、コギングトルクとトルクリップルを低減するために、磁極円弧半径を小さくして、エア
ギャップが大きいことによるトルク低下の副作用を許容する手段が採られている。また、
永久磁石の外周側に高透磁率の軟磁性磁極材を設置する場合も、同様の形状にする手段が
採られている。
【００１４】
　ここで、永久磁石を矩形平板型として、磁石の外周側に高透磁率の軟磁性磁極材を設置
することを考えると、軟磁性磁極円弧半径が回転子外半径に近い場合は、一見、永久磁石
の外周側の端部に熱減磁が大きく生じやすいように見える。しかし、磁石端部の軟磁性磁
極厚みが大きい場合は、逆に、磁束が軟磁性磁極内を自由に移動でき、減磁界の端部集中
が大きく緩和され、熱減磁が大きく緩和される。このため、磁極円弧半径が回転子外半径
に近く、磁石端部の軟磁性磁極厚みを十分確保できる軟磁性磁極形状が好ましい。これに
より、熱減磁の影響を抑止するための磁石厚みの増加を抑制し、磁束を有効に利用してト
ルクを生成可能になる。ただし、このような形状を採用した場合にも、コギングトルクと
トルクリップルを低減できることが必要である。
【００１５】
　次に、コギングトルクと磁極形状の関係について説明する。コギングトルクにおいては
、磁石磁極あるいは軟磁性磁極の円弧半径を回転子の外表面の回転半径に一致させたとき
より、回転子磁極の端と固定子内周との距離が大きいか、あるいは、磁極円弧半径が回転
子半径より小さい方が、コギングトルクが小さい傾向にある。このため、安易に表面形状
と固定子内径との平均的距離を小さくすると、コギングトルクが増大する。
【００１６】
　回転子磁極の端と固定子内周との距離が小さいか、あるいは、磁極円弧半径が回転子半
径に近い場合は、回転子磁極の端から固定子を経由して隣の回転子磁極への磁束の漏れが
増加し、これにより回転子・固定子間の吸引力が増加する。このため、固定子ティースと
回転子磁極の位置関係による周方向吸引力の増減が強調されて、コギングトルクの増大に
つながる。回転子磁極の端と固定子内周との距離が大きいか、あるいは、磁極円弧半径が
回転子半径より小さい場合は、回転子・固定子間の周方向吸引力の増減が抑制され、コア
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バックを経由する磁束による回転子・固定子間の周方向吸引力の増減と相殺し、コギング
トルクが小さい傾向になる。
【００１７】
　一方、回転子外周側の磁極周方向端部において、隣の回転子磁極へ磁束が漏れると、磁
束が固定子を経由しないため、この磁束は回転子・固定子間の吸引力を発生させず、コギ
ングトルクに寄与しない。このため、回転子磁極の端と固定子内周との距離が小さいか、
あるいは、磁極円弧半径が回転子半径に近い場合、回転子外周側の磁極周方向端部におい
て、隣の回転子磁極へ磁束を漏らすと、固定子と回転子の周方向吸引力の増減が抑制され
、コギングトルクを小さくできる。
【００１８】
　このため、表面形状と固定子内径との平均的距離を小さくして、かつ、コギングトルク
を小さくするには、隣の回転子磁極への固定子を経由する磁束の漏れの一部を回転子外周
側の磁極周方向端部の突出部を介して漏らす手段が有効になる。ただし、コギングトルク
を小さくするために漏らした磁束による、トルクやトルクリップルへの影響が、小さいこ
とが重要である。検討の結果、14:18系列や10:12系列のように、回転子磁極の周方向幅が
固定子磁極の周方向幅に対してさほど大きくなく、コギングトルクの次数が大きいときは
、コギングトルクを十分低減可能であることが、明らかになった。
【００１９】
　一方、2：3系列のように、固定子磁極の周方向幅に対して回転子磁極の周方向幅が大き
いときは、突出部からの漏れを大きくするだけではトルク低下が大きくなるため、磁極円
弧半径の縮小やスキューなどの手段を併用することが必要である。
【００２０】
　また、永久磁石の側壁部側に高透磁率材があり、同一磁石のNS極間に磁束の漏れが生じ
ており、隣接磁極への漏れとともに同一磁石のNS極間の漏れ量が変動する場合は、コギン
グトルクを小さくしにくい。永久磁石の側壁部側に高透磁率材があり、同一磁石のNS極間
に漏れがあっても、同一磁石のNS極間の漏れ量の変動が小さくなるように、隣接する磁極
で永久磁石の側壁部との距離が大きいことが必要になる。ただし、少なくとも同一磁石の
NS極間に漏れがあるため、磁束の有効利用の点では不利になる。
【００２１】
　次に、トルクリップルと磁極形状の関係について説明する。トルクリップルについては
、コギングトルクと同様に、磁極円弧半径を小さくすると低減する傾向がある。一方、巻
線の電流が大きくなると、固定子コアに部分的にあるいは全体的に生じる磁気飽和によっ
て磁気抵抗が増大することにより、トルクリップルが増大する。また、コギングトルクが
大きい場合に、小電流においてトルクリップルが大きい場合がある。一方、変動の振幅の
絶対値だけでなく位相も関係しており、コギングトルクとトルクリップルが強調する場合
も相殺する場合も生じうる。これらの影響が混在して現れるため、トルクリップルに関し
て一概に論ずることは難しい。
【００２２】
　３相交流起磁力の場合、トルクリップルの基本次数は回転子のNS磁極一対に対して６次
の脈動になる。３相の起磁力の磁束の経路には固定子と回転子の磁極を結ぶものと、固定
子内で閉じるものがあるが、隣接する回転子磁極を結んで固定子磁極とつながる経路も影
響する。電流の大きさでこれらの経路の重みは変わりうる。また、固定子のティース巻線
による磁束は、回転子磁極の一つを吸引し、回転子磁極に隣接する別の回転子磁極を排斥
することにより、回転駆動力を発生させる。固定子磁極からの磁束は、回転子磁極以外に
も、排斥されにくい隣のティースに向かうことが考えられる。また、排斥力を受ける回転
子磁極からの磁束は、排斥するティース内を通りにくいため、排斥されないティースか隣
の回転子磁極に向かう。これらの磁束の経路において、回転子の回転に伴って経路の磁束
量が変動するが、磁極の構造や電流に複雑に依存するため、トルクリップルの理解は困難
である。
【００２３】
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　検討を進めるための仮説として以下を用いた。コギングトルクの値はトルクリップルよ
り小さいため、突出部経由の少量の磁束漏れにより、コギングトルクの値は変化しやすい
が、少量の磁束漏れ量の変動のトルクリップルへの影響は小さいと仮定する。すなわち、
コギングトルクとトルクリップルの次数が比較的大きく、値が小さく安定しているような
極スロット組み合わせでは、隣接回転子磁極への漏れが小さい場合、回転駆動に伴う隣接
回転子磁極への漏れ量の変動が小さく、トルクリップルが抑制されやすくなると仮定する
。
【００２４】
　この仮説に基づくと、磁束漏れ量の変動が小さいような形状が重要と考えられる。この
ような形状として、同一磁石のNS極間の漏れが小さいか変動が小さい形状であり、隣接す
る回転子磁極間の漏れ量を小さく制御できる形状を検討した。その形状とは、磁極外周円
弧の両端が突出部になっており、突出部より内周側で磁極幅が狭まる形状である。このよ
うな突出部によって隣接する回転子磁極間の漏れ量を小さく制御できる。また、この磁極
材としては、低透磁率の部材または空間によって固定子コア（鉄心）と分離された形状を
検討した。これにより、同一磁石のNS極間の漏れが小さく、漏れ量の変動が小さいため、
トルクリップルが抑制されやすいと考えられる。
【００２５】
　検討の結果、14:18系列や10:12系列の集中巻のように、回転子磁極の周方向幅が固定子
磁極の周方向幅に対してさほど大きくなく、コギングトルクとトルクリップルの次数が比
較的大きいときは、磁極円弧半径が回転子半径に近くても、軟磁性磁極材の突出部からの
磁束の漏れを利用して、コギングトルクとトルクリップルを十分低減可能であることが、
明らかになった。すなわち、トルクリップルへの影響が小さい少量の磁束漏れでコギング
トルクを低減でき、外周表面を延長する形の突出部を有し、突出部より内周側で軟磁性磁
極幅が狭まることにより、突出部の形状で磁束の漏れ量を制御できる形状である。
【００２６】
　ただし、２：３系列の集中巻のように、固定子磁極の周方向幅に対して回転子磁極の周
方向幅が大きいときは、コギングトルクとトルクリップルの低減を磁束漏れのみで対策で
きないため、磁極円弧半径の縮小やスキューなどの手段を併用することが必要である。ま
た、軟磁性磁極材の突出部からの磁束漏れを利用する場合は、しない場合に比べて、磁極
円弧半径を大きく設定可能になる。
【００２７】
　また、通常の埋め込み磁石方式のように、永久磁石の側壁部に高透磁率材があり、同一
磁石のNS極間に漏れがある場合は、コギングトルクとトルクリップルを低減するために、
高透磁率材の厚みが小さくして同一磁石のNS極間の漏れ量と変動を小さくするか、隣接す
る磁極の間隔を大きくして同一磁石のNS極間の漏れ量の変動を小さくする必要がある。
【００２８】
（第１の実施形態）
　以下、図１～図３を参照して、第１の実施形態による電動機を説明する。図１は、電動
機の回転軸に垂直な方向の断面図である。図２は、図１に示す回転子の拡大図である。図
３は、図２に示す回転子の部分拡大図である。本実施形態の電動機は14極18スロット集中
巻の電動機である。
【００２９】
　図１に示すように、本実施形態の電動機1は、固定子10と、径方向にエアギャップ30を
介して固定子10と向き合う回転子20と、を備える電動機である。固定子10は、コアバック
110およびティース130からなる固定子コア100と、巻線140とを有する。回転子20は、図２
に示すように、回転子コアすなわち鉄心200と、鉄心200に支持される永久磁石210と、永
久磁石210の固定子10に近い側の面に配置される軟磁性磁極材220とにより磁極を構成する
。軟磁性磁極材220は、図３に示すように、固定子10に近い側である固定子側221と、永久
磁石210に近い側である磁石側222とを有しており、固定子側221に円弧状の表面226を有し
、かつ永久磁石210よりも大きな幅を周方向に有する突出部223が形成されている。



(7) JP 2017-200278 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

【００３０】
　鉄心200には凹部202が形成されており、この凹部202には合成樹脂230が充填されており
、合成樹脂230は、軟磁性磁極材220の側壁部224、永久磁石210の側壁部211、鉄心200の側
壁部201にそれぞれ接するように充填されている。合成樹脂230の密度および強度は、軟磁
性磁極材220、永久磁石210を周方向に固定するために必要な値となるようにそれぞれ設定
される。また、凹部202の外周方向の壁部205に接触する部分では、合成樹脂230の密度お
よび強度は、合成樹脂230全体を径方向に固定するために必要な値となるようにそれぞれ
設定される。
【００３１】
　合成樹脂230を充填する場合は、冶具を使用して、永久磁石210および軟磁性磁極材220
の位置を鉄心200に対して固定した状態で、実施される。また、合成樹脂230の充填は、軟
磁性磁極材220の円弧状の表面226と、軟磁性磁極材220の突出部223の周方向端面とを冶具
により覆って実施される。このとき、突出部223の周方向端面に挟まれた冶具部分の内周
より内側に充填される。この場合、冶具を外して金属カバー40を設置すると、突出部223
の周方向端面に挟まれた部分に空隙231が生じる。このとき、合成樹脂230の外周側表面23
2は、突出部223の周方向端面に挟まれた冶具部分の内周側表面形状を反映する。合成樹脂
230の外周側表面232は、図３に示すような平面状または円筒状であっても、それより内周
側に凹む形状でもよいが、合成樹脂230は、永久磁石210および軟磁性磁極材220を周方向
に保持するのに必要な密度・強度を持つ。
【００３２】
　電動機1の回転子20には、磁極の外周側に金属製のカバー40が装着される。金属製のカ
バー40で回転子20の表面を抑える構造により、回転子20は径方向に安定に保持される。な
お、軟磁性磁極材220の突出部223とカバー40との間には合成樹脂230を充填する空隙が設
けられないため、合成樹脂230で軟磁性磁極材220を外周側から内周側に抑える構造にはで
きない。ただし、軟磁性磁極材220の円弧半径が回転子20の半径に近いため、上記のよう
に金属製のカバー40で回転子20の表面を抑える構造により、径方向のみならず、周方向に
も安定的な回転子20の保持ができる。また、軟磁性磁極材220の突出部223より内周側にお
いては、合成樹脂230により、軟磁性磁極材220の磁石側222と永久磁石210とが周方向に保
持される。
【００３３】
　上記のように、回転子20は、軟磁性磁極材220の径方向外側に装着される金属製のカバ
ー40を有している。また、軟磁性磁極材220は磁石側222の周方向に側壁部224を有し、永
久磁石210は周方向に側壁部211を有している。さらに、永久磁石210を支持する鉄心200に
より構成される磁石支持部材206は、永久磁石210の内周側表面と接触する磁石支持接触面
207を有している。磁石支持部材206は周方向に前述の側壁部201を有し、凹部202には、軟
磁性磁極材220の側壁部224と永久磁石210の側壁部211と磁石支持部材206の側壁部201に接
触して、合成樹脂230が充填されている。また、凹部202において、側壁部201の内周側に
は、充填された合成樹脂230を径方向に固定するための壁部205が形成されている。本実施
形態による電動機1の回転子20においては、合成樹脂230と永久磁石210の比透磁率は軟磁
性磁極材220と鉄心200に比べて小さく、軟磁性磁極材220と鉄心200とが合成樹脂230及び
永久磁石210により分離されている。換言すると、永久磁石210の側壁部211側には高透磁
率材が接していない。
【００３４】
　固定子10は、たとえば、電磁鋼板の分割打ち抜きコアを積層した積層体により固定子コ
ア100を形成し、この固定子コア100に巻線140を形成して、円環に組み、ハウジングに焼
嵌めまたは圧入して一体化されることで形成される（図1参照）。鉄心200には打ち抜き電
磁鋼板の積層体を使用できる。軟磁性磁極材220は、固定子コア100や鉄心200に比べて、
磁路方向の長さが極めて短く、比透磁率は固定子コア100の数分の１程度でも性能に問題
は生じない。そのため、より軟らかい電磁鋼板の打ち抜きによる積層体や、樹脂により柔
軟性を高めて成形できる焼結材などの、形状精度を高くできる素材を軟磁性磁極材220と
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して使用できる。磁路方向の長さが極めて短い場合でも、軟らかい電磁鋼板であれば、打
ち抜き電磁鋼板の積層体を製造する際に、丸ダボで位置決めした積層が可能になる。既に
述べたように、合成樹脂230の充填により鉄心200と永久磁石210と軟磁性磁極材220を周方
向に精度よく保持可能であり、SUS316などの金属製のカバー40により固定子10を径方向に
保持可能であるため、回転子20を精度よく製造可能である。
【００３５】
　本実施形態によれば、磁極の端部形状によるトルク生成への寄与を向上させ、より少な
い磁石使用量でトルクを生成でき、コギングトルク、トルクリップルに優れた電動機が得
られる。
【００３６】
（第２の実施形態）
　図４は、第２の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。固定子10の構成
は、図1に示した第1の実施形態と同様であるので説明を省略する。本実施形態の電動機は
14極18スロット集中巻の電動機であり、第１の実施形態と共通の部分は説明を省略する。
【００３７】
　図４に示すように、鉄心200は、磁石支持部材206の周方向端部に永久磁石210を周方向
に挟み保持する突起部203を有する。永久磁石210は、第１の実施形態と同様に、周方向に
側壁部211を有する。軟磁性磁極材220は、第１の実施形態と同様である。すなわち、図４
に示すように、固定子10に近い側である固定子側221に、回転子20の回転によって回転子2
0の外周に形成される回転面内で、円弧状の表面226を有し、かつ永久磁石210に近い側で
ある磁石側222の周方向の幅より固定子側221の周方向の幅が大きくなるように突出部223
が形成されている。また、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方向に側壁部224を有する
。回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバー40を有する。また
、鉄心200は、側壁部201の内周側に、合成樹脂230が充填される凹部202を有する。
【００３８】
　凹部202には、鉄心200、永久磁石210、軟磁性磁極材220の各側壁部201、211、224に接
触するように、合成樹脂230が充填されている。合成樹脂230の密度および強度は、軟磁性
磁極材220を周方向に固定するために必要な値となるようにそれぞれ設定される。また、
凹部202の外周側の壁部205に接触する部分では、合成樹脂230の密度および強度は、合成
樹脂230全体を径方向に固定するために必要な値となるようにそれぞれ設定される。一方
、永久磁石210は突起部203により周方向に固定されているため、合成樹脂230の充填時に
、永久磁石210の側壁部211に接触する部分において、合成樹脂230の密度や強度を、永久
磁石210を周方向に保持するために高める必要がなくなる。
【００３９】
　凹部202に合成樹脂230を充填する際には、鉄心200の突起部203における側壁部201の一
部と、永久磁石210の側壁部211の一部と、軟磁性磁極材220の側壁部224の一部と、軟磁性
磁極材220の円弧状の表面226と、軟磁性磁極材220の突出部223の周方向端部とが、冶具に
より覆われる。これにより、永久磁石210および軟磁性磁極材220の位置を鉄心200に対し
て固定した状態で、合成樹脂230を充填することが可能になる。このとき、隣り合う突出
部223の端部に挟まれた冶具部分の内周側に合成樹脂230が充填されるため、冶具を外すと
、冶具の内周側の形状に対応して、合成樹脂230の外周側表面232と、空隙231とが形成さ
れる。また、合成樹脂230の外周側表面232は、突出部223の周方向端部に挟まれた冶具部
分の内周側形状が反映されるため、図４に示すような形状や、それより内周側に凹む形状
であってよい。ただし、この場合も、合成樹脂230は軟磁性磁極材220を周方向に保持する
のに必要な密度・強度を持つことが好ましい。
【００４０】
　本実施形態による電動機1の回転子20においては、第１の実施形態と同様に、合成樹脂2
30と永久磁石210の比透磁率は小さく、軟磁性磁極材220と鉄心200とが合成樹脂230及び永
久磁石210により分離されている。換言すると、永久磁石210の側壁部211側には高透磁率
材が接していない。
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【００４１】
　第２の実施形態によれば、第１の実施形態と比べて、合成樹脂230の強度が少なくても
、磁石使用量に対するトルク出力が大きく、コギングトルク、トルクリップルに優れた電
動機が得られる。ただし、永久磁石210の径方向の厚さが小さい場合には、鉄心200の突起
部203と固定子10との間で磁束漏れが増加するため、第１の実施形態と比較すると、磁石
使用量あたりのトルク出力は低下する傾向にある。
【００４２】
（第３の実施形態）
　図５は、第３の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。固定子10の構成
は、図1に示した第1の実施形態と同様であるので説明を省略する。本実施形態の電動機は
14極18スロット集中巻の電動機であり、第１、２の実施形態と共通の部分は説明を省略す
る。
【００４３】
　図５に示すように、回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバ
ー40を有し、軟磁性磁極材220と鉄心200が合成樹脂230及び永久磁石210により分離されて
いる。さらに、第１、２の実施形態と同様に、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方向に
側壁部224を有し、永久磁石210は、周方向に側壁部211を有する。また、第２の実施形態
と同様に、鉄心200は、磁石支持部材206に永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部2
03を有し、この突起部203の周方向に側壁部201を有する。そして、各側壁部224、211、20
1に接触して充填された合成樹脂230を有する。これにより、軟磁性磁極材220の磁石側と
永久磁石210を合成樹脂230により周方向に保持する。また、鉄心200は、側壁部201の内周
側に、合成樹脂230が充填される凹部202を有する。
【００４４】
　合成樹脂230の密度および強度は、軟磁性磁極材220を周方向に固定するために必要な値
となるようにそれぞれ設定される。また、凹部202の外周側の壁部205に接触する部分では
、合成樹脂230の密度および強度は、合成樹脂230全体を径方向に固定するために必要な値
となるようにそれぞれ設定される。一方、永久磁石210は突起部203により周方向に固定さ
れているため、合成樹脂230の充填時に、永久磁石210の側壁部211に接触する部分におい
て、合成樹脂230の密度や強度を、永久磁石210を周方向に保持するために高める必要がな
くなる。
【００４５】
　凹部202に合成樹脂230を充填する際には、鉄心200の側壁部201の一部と、永久磁石210
の側壁部211の一部とが、冶具により覆われる。これにより、永久磁石210および軟磁性磁
極材220の位置を鉄心200に対して固定した状態で、合成樹脂230を充填することが可能に
なる。また本実施形態では、冶具が、軟磁性磁極材220の磁石接触面と一致する形状を有
する冶具を用いることにより、かつ、軟磁性磁極材220の磁石側側壁部224の表面と一致す
る形状を内周側で有する冶具を用いることにより、永久磁石210設置後に合成樹脂230を形
成可能になる。このとき、軟磁性磁極材220の内周側の表面と、永久磁石210の外周側の表
面とが、互いに合致する形状を有しており、合成樹脂230の形成後に、軟磁性磁極材220を
設置可能になる。
【００４６】
　このとき、隣り合う軟磁性磁極材220の側壁部224の間における、冶具の内周側の形状に
対応して、合成樹脂230の外周側表面232Bが形成され、空隙231Bが形成される。また、隣
り合う軟磁性磁極材220の側壁部224の間における、冶具の内周側の形状において、軟磁性
磁極材220の側壁部224の内周側のみと形状が一致し、他の冶具形状が内周側に存在する場
合は、図５に示すように、合成樹脂230に生じる空隙231Bは、軟磁性磁極材220の磁石側側
壁部224に達する。一方、隣り合う軟磁性磁極材220の側壁部224の間における、冶具の内
周側の形状において、軟磁性磁極材220の側壁部224と、軟磁性磁極材220の突出部223の内
周側表面の一部と形状が一致し、他の冶具形状が内周側に存在する場合は、合成樹脂230
に生じる空隙231Bは、軟磁性磁極材220の突出部223の内周側表面に達するが、側壁部224
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には達しない。
【００４７】
　なお、本実施形態において、磁石支持部材206は、永久磁石210を周方向に挟み保持でき
る突起部203を有さずともよい。この場合は、永久磁石210の側壁部211に接触する部分の
合成樹脂230の密度および強度は、第１の実施形態と同様に、永久磁石210を周方向に固定
するために、必要な値となるようにそれぞれ設定される。
【００４８】
　第３の実施形態によれば、第２の実施形態と同様に、合成樹脂230の強度が少なくても
、磁石使用量に対するトルク出力が大きく、コギングトルク、トルクリップルに優れた電
動機が得られる。ただし、永久磁石210の径方向の厚さが小さい場合には、鉄心200の突起
部203と固定子10との間で磁束漏れが増加するため、第１の実施形態と比較すると、磁石
使用量あたりのトルク出力は低下する傾向にある。
【００４９】
（第４の実施形態）
　図６は、第４の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。固定子10の構成
は、図1に示した第1の実施形態と同様であるので説明を省略する。本実施形態の電動機は
14極18スロット集中巻の電動機であり、第１、３の実施形態と共通の部分は説明を省略す
る。
【００５０】
　図６に示すように、回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバ
ー40を有し、軟磁性磁極材220と鉄心200が合成樹脂230、空隙231C及び永久磁石210により
分離されている。さらに、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方向に、側壁部224と、永
久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部225とを有する。また、第１の実施形態と同様
に、永久磁石210は、周方向に側壁部211を有し、磁石支持部材206は、周方向に側壁部201
を有する。また、永久磁石210の側壁部211と磁石支持部材206の側壁部201に接触して充填
された合成樹脂230を有する。これにより、軟磁性磁極材220と永久磁石210を合成樹脂230
により周方向に保持する。また、鉄心200は、側壁部201の内周側に、合成樹脂230が充填
される凹部202を有する。
【００５１】
　合成樹脂230の密度および強度は、軟磁性磁極材220と永久磁石210を周方向に固定する
ために必要な値となるようにそれぞれ設定される。また、凹部202の外周側の壁部205に接
触する部分では、合成樹脂230の密度および強度は、合成樹脂230全体を径方向に固定する
ために必要な値となるようにそれぞれ設定される。ただし、軟磁性磁極材220は、突起部2
25が永久磁石210を周方向に挟み保持することで、永久磁石210と共に周方向に固定される
。そのため、合成樹脂230が軟磁性磁極材220の側壁部224に接触する必要がなくなる。こ
のため、本実施形態では、図６に示すように、合成樹脂230は永久磁石210の側壁部211と
鉄心200の側壁部201に接触するように充填される。
【００５２】
　凹部202に合成樹脂230を充填する際には、鉄心200の側壁部201の一部と、永久磁石210
の側壁部211の一部とが、冶具により覆われる。これにより、永久磁石210および軟磁性磁
極材220の位置を鉄心200に対して固定した状態で、合成樹脂230を充填することが可能に
なる。また本実施形態では、永久磁石210の側壁部211の内周側と一致する形状を有する冶
具を用いることにより、かつ、永久磁石210の内周側の表面と一致しかつ磁石支持部材206
の外周側表面207と密着できる形状を有する冶具を用いることにより、合成樹脂230の形成
後に、前記磁石と前記軟磁性磁極材220を設置可能になる。これにより、永久磁石210の内
周側の表面と、磁石支持部材206の外周側の表面、すなわち磁石支持接触面207とが密着で
きる。このとき、隣り合う永久磁石210の側壁部211の間における、冶具の内周側の形状に
対応して、合成樹脂230の外周側表面232Cが形成され、空隙231Cが形成される。
【００５３】
　また、合成樹脂230を充填することは、永久磁石210を設置後に実施することも可能であ
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る。この場合は、永久磁石210の外周側の表面と一致する形状を有する冶具を用いること
により、かつ、永久磁石210の側壁部211の外周側と一致する形状を有する冶具を用いるこ
とにより、合成樹脂230の形成後に、前記軟磁性磁極材220を設置可能になる。これにより
、軟磁性磁極材220と永久磁石210とが密着でき、合成樹脂230の形成後に、軟磁性磁極材2
20を設置可能になる。このとき、隣り合う永久磁石210の側壁部211の間における、冶具の
内周側の形状に対応して、合成樹脂230の外周側表面232Cが形成され、空隙231Cが形成さ
れる。
【００５４】
　軟磁性磁極材220は、金属製のカバー40により径方向に保持される。また、軟磁性磁極
材220の円弧状表面226の半径が回転半径に近く、金属製のカバー40の半径にも近いため、
軟磁性磁極材220は周方向にも保持される。
【００５５】
　第４の実施形態によれば、合成樹脂230の量が少なくても、磁石使用量に対するトルク
出力が大きく、コギングトルク、トルクリップルに優れた電動機が得られる。ただし、第
１の実施形態と比較すると、軟磁性磁極材220の突起部225と固定子10との間の磁束漏れと
、隣り合う軟磁性磁極材220の側壁部224同士の距離が近づくことによる磁束漏れとが増加
するため、磁石使用量あたりのトルク出力は低下する傾向にある。前者の磁束漏れは永久
磁石210の径方向の厚さが小さい場合に問題になるが、鉄心200と一体の側壁を有する場合
よりは有利である。後者の磁束漏れは対向する突出部223の距離を大きくすることで調整
可能である。
【００５６】
（第５の実施形態）
　図７は、第５の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。固定子10の構成
は、図1に示した第1の実施形態と同様であるので説明を省略する。本実施形態の電動機は
14極18スロット集中巻の電動機であり、第３、４の実施形態と共通の部分は説明を省略す
る。
【００５７】
　図７に示すように、回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバ
ー40を有し、軟磁性磁極材220と鉄心200が合成樹脂230、空隙231C及び永久磁石210により
分離している。さらに、第４の実施形態と同様に、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方
向に、側壁部224と、永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部225とを有する。さら
に、永久磁石210は、周方向に側壁部211を有し、第２、第３の実施形態と同様に、鉄心20
0は、磁石支持部材206に永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部203を有し、この突
起部203の周方向に側壁部201を有する。
【００５８】
　回転子20は、上記のように軟磁性磁極材220が突起部225を有し、磁石支持部材206が突
起部203を有するため、合成樹脂230を充填しなくても、永久磁石210および軟磁性磁極材2
20の周方向の位置決めと保持を行うことができる。また、合成樹脂230を充填する場合は
、冶具から永久磁石210および軟磁性磁極材220の周方向の位置決め部材を省くことができ
る。
【００５９】
　以下では、第５の実施形態における図７を用いて、永久磁石210の周方向の側壁部211の
内周側まで、合成樹脂230を充填し、周方向保持を２重に実施する場合について述べる。
　第５の実施形態における図７では、永久磁石210の周方向の側壁部211と磁石支持部材20
6の周方向の側壁部201とに接触して、合成樹脂230が充填されている。そのため、突起部2
03、225と合成樹脂230により、軟磁性磁極材220と永久磁石210を周方向に保持することが
できる。また、鉄心200は、側壁部201の内周側に、合成樹脂230が充填される凹部202を有
する。合成樹脂230の密度および強度は、軟磁性磁極材220と永久磁石210を周方向に固定
するために必要な値となるようにそれぞれ設定される。また、凹部202の外周側の壁部205
に接触する部分では、合成樹脂230の密度および強度は、合成樹脂230全体を径方向に固定
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するために必要な値となるようにそれぞれ設定される。
【００６０】
　本実施形態では、合成樹脂230を充填製造する際に、永久磁石210の側壁部211の内周側
と一致する形状を有する冶具を用いることにより、かつ、永久磁石210の内周側の表面と
一致する形状を有する冶具を用いることにより、合成樹脂230の形成後に、永久磁石210と
軟磁性磁極材220を設置可能になる。このとき、永久磁石210の内周側の表面と、磁石支持
部材206の外周側の表面、すなわち磁石支持接触面207とが、互いに合致する形状を有して
いる。このとき、隣り合う永久磁石210の側壁部211の間における、冶具の内周側の形状に
対応して、合成樹脂230の外周側表面232Cが形成され、空隙231Cが形成される。また、合
成樹脂230を充填することは、永久磁石210を設置後に実施することも可能であり、冶具が
、永久磁石210の外周側の表面と一致する形状を有し、永久磁石210の側壁部211の外周側
と一致する形状を有して、永久磁石210の表面と密着できることにより、合成樹脂230の形
成後に、軟磁性磁極材220を設置可能になる。
【００６１】
　軟磁性磁極材220は、金属製のカバー40により径方向に保持される。また、軟磁性磁極
材220の円弧状表面226の半径が回転半径に近く、金属製のカバー40の半径に近いため、周
方向にも保持される。
【００６２】
　第５の実施形態によれば、合成樹脂230の量が少なくても、磁石使用量に対するトルク
出力が大きく、コギングトルク、トルクリップルに優れた電動機が得られる。ただし、永
久磁石210の外周側と内周側に高透磁率材の突起部203、225がそれぞれ存在するため、第
１の実施形態に比べてNS極間の磁束の漏れが大きくなり、出力に対する磁石使用量比が低
下する傾向にある。これについては、永久磁石210の径方向の厚さが小さい場合に問題に
なるが、鉄心200と一体の側壁を有する場合よりは有利である。また、隣り合う軟磁性磁
極材220の側壁部224同士の距離が近づくことによる磁束漏れが増加するため、磁石使用量
あたりのトルク出力は低下する傾向にあるが、これは対向する突出部223の距離を大きく
することで調整可能である。
【００６３】
（第６の実施形態）
　図８は、第６の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。本実施形態の電
動機は10極60スロット分布巻ブラシレスの電動機である。
【００６４】
　図８に示すように、回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバ
ー40を有し、軟磁性磁極材220と鉄心200が永久磁石210および合成樹脂230により分離され
ている。さらに、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方向に側壁部224を有し、永久磁石2
10は、周方向に側壁部211を有し、磁石支持部材206は、周方向に側壁部201を有する。そ
して、各側壁部224、211、201に接触して合成樹脂230が充填されている。各側壁部224、2
11、201と合成樹脂230が接触することにより、軟磁性磁極材220と永久磁石210とが周方向
に保持されている。また、鉄心200は、側壁部201の内周側に、合成樹脂230が充填される
凹部202を有する。第６の実施形態において、第４、第５の実施形態と共通する合成樹脂2
30に関する説明は、省略する。
【００６５】
　第６の実施形態では、図８に示すように、軟磁性磁極材220の固定子側の表面226の円弧
半径が金属製のカバー40の内周の半径より小さい。そのため、軟磁性磁極材220の周方向
突出部223の先端の対向距離が、NS極間の距離より大きい。すなわち、軟磁性磁極材220の
端部の厚みが大きいことによる磁束漏れでのコギングトルクの増加を抑制するために、隣
接磁極間距離が大きくなっている。また、隣接磁極間距離が大きいことによるトルクリッ
プルの増加を抑制するために、表面226の円弧半径が小さくなっている。図８に示すよう
に、軟磁性磁極材220の周方向突出部223と金属製のカバー40の間に空隙(約1mm以下)があ
る。この空隙にも樹脂を充填することで軟磁性磁極材220を径方向に保持することができ
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る。
【００６６】
　なお、本実施形態において、軟磁性磁極材220は、第４、第５の実施形態と同様に、永
久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部225を有してもよい。また、第２、第３、第５
の実施形態と同様に、磁石支持部材206は、永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部
203を有してもよい。この場合は、永久磁石210は突起部203により周方向に固定できてい
るため、合成樹脂230の密度や強度を、永久磁石210の保持に必要な値に高める必要がなく
なる。一方、突起部225、203と固定子10との間の磁束漏れが小さいように設計する必要が
生じる。
【００６７】
　鉄心200と軟磁性磁極材220の説明は省略する。固定子10は、円環状のコアバック110の
内周側に６０本のティース130を有する形状を有している。固定子10は、たとえば、電磁
鋼板を打ち抜いた単層コアを積層した積層体により固定子コア100を形成し、この固定子
コア100に巻線140を挿入して溶接により結線することで形成される。固定子10は、ハウジ
ングに焼嵌めまたは圧入して一体化される。
【００６８】
　第６の実施形態によれば、磁石使用量に対するトルク出力が大きく、コギングトルク、
トルクリップルに優れた電動機が得られる。
【００６９】
（第７の実施形態）
　図９は、第７の実施形態に係る回転子20の断面図の部分拡大図である。本実施形態の電
動機は12極18スロット集中巻の電動機である。
【００７０】
　図９に示すように、回転子20は、軟磁性磁極材220の外周側に装着される金属製のカバ
ー40を有し、軟磁性磁極材220と鉄心200が永久磁石210および合成樹脂230により分離され
ている。さらに、軟磁性磁極材220は、磁石側222の周方向に側壁部224を有し、永久磁石2
10は、周方向に側壁部211を有し、磁石支持部材206は、周方向に側壁部201を有する。そ
して、各側壁部201、211、224に接触して合成樹脂230が充填されている。各側壁部201、2
11、224と合成樹脂230が接触することにより、軟磁性磁極材220と永久磁石210とが周方向
に保持されている。また、鉄心200は、側壁部201の内周側に、合成樹脂230が充填される
凹部202を有する。第７の実施形態において、第４、第５の実施形態と共通する合成樹脂2
30に関する説明は、省略する。
【００７１】
　第７の実施形態では、図９に示すように、軟磁性磁極材220の固定子側の表面226の円弧
半径が金属製のカバー40の内周の半径より小さい。しかし、軟磁性磁極材220の表面226の
円弧半径は、軟磁性磁極材220が周方向に突出部223を有さない場合や、従来の表面磁石型
の電動機で用いられる回転子の半径よりも大きくすることができる。これにより、よりト
ルクを有効に生成可能になる。ただし、コギングトルクとトルクリップルを十分低減する
ためには、スキューなどの他の手段を併用することが好ましい。図９に示すように、軟磁
性磁極材220の周方向突出部223と金属製のカバー40の間に空隙(約1mm以下)がある。この
空隙にも樹脂を充填することで軟磁性磁極材220を径方向に保持することができる。
【００７２】
　なお、本実施形態においても、軟磁性磁極材220は、第４、第５の実施形態と同様に、
永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起部225を有してもよい。また、第２、第３、第
５の実施形態と同様に、磁石支持部材206は、永久磁石210を周方向に挟み保持できる突起
部203を有してもよい。この場合は、永久磁石210は突起部203により周方向に固定できて
いるため、合成樹脂230の密度や強度を、永久磁石210の保持に必要な値に高める必要がな
くなる。一方、突起部225、203と固定子10との間の磁束漏れが小さいように設計する必要
が生じる。固定子10のコアと鉄心200と軟磁性磁極材220の説明は省略する。固定子10の巻
線140に関しては、12極18スロットに対応した巻線配置が必要になる。
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【００７３】
　第７の実施形態によれば、磁石使用量に対するトルク出力が大きく、コギングトルク、
トルクリップルに優れた電動機が得られる。なお、同じ2:3系列の8極12スロット集中巻の
電動機に対しても、本実施形態と同様の形状の軟磁性磁極材を適用可能である。
【００７４】
　以下に、本実施形態の優位性について比較例１、２を参照して説明する。
　図１０は比較例１であり、14極18スロット集中巻の電動機であって、回転子の部分拡大
図を示す。比較例１は表面磁石式であり、図１０に示すように、電動機1は、ティース130
を有する固定子10と、径方向にエアギャップ30を介して固定子10と向き合う回転子20とを
備える。固定子10は第１の実施例と同様である。回転子20は、外周表面に永久磁石210を
備える。永久磁石210は、鉄心200に設けられた磁石止299の間に設置されて周方向に保持
され、金属製のカバー40により径方向に保持される。回転子20の半径は第１の実施例と同
様である。比較例１は、軟磁性磁極材がないため、永久磁石210の厚みが増加し、磁極円
弧半径が小さくなる。
【００７５】
　図１１は比較例２であり、14極18スロット集中巻の電動機であって、回転子の部分拡大
図を示す。比較例２は埋込磁石式であり、図１１に示すように、電動機1は、ティース130
を有する固定子10と、径方向にエアギャップ30を介して固定子10と向き合う回転子20とを
備える。固定子10は第１の実施例と同様である。回転子20は、鉄心200と一体に形成され
た軟磁性磁極220を有し、軟磁性磁極220の孔部に永久磁石210が設置される。固定子10の
内周半径と回転子20の外周半径との差を0.5mmとして短縮し、永久磁石210の周方向側の軟
磁性磁極220の側壁部の厚みを0.5mmとした。また、軟磁性磁極220の円弧半径を小さくし
た。固定子10の内周半径と回転子20の外周半径との差を短縮したのは、トルクを大きくす
るためであり、永久磁石210の周方向側の軟磁性磁極220の側壁部の厚みを0.5mmとしたの
は、問題なく量産できる寸法とするためである。また、軟磁性磁極220の円弧半径を小さ
くしたのはコギングトルクとトルクリップルを抑制するためである。
【００７６】
　図１２は、比較例と実施形態との特徴を説明する図である。図１２において、表面磁石
式の比較例１と、埋込磁石式の比較例２と、第１の実施形態について、比較例１を基準と
してブロック換算した磁石体積の比と、コギングトルク/5mNmと、トルクリップル(%)を比
較した。これらの物理量は、固定子10、回転子20、および、固定子10と回転子20の間のエ
アギャップ30の磁束分布と、エアギャップ30の電磁応力を有限要素法による磁界解析で計
算し、回転角に対応するトルクを算出することにより得たものである。トルクリップルは
回転面内の２次元的な解析から得ることができる。磁石体積とコギングトルクについては
、上記３例のトルク定数を一致させることで、３例の軸方向の積厚の関係が得られるため
、磁石体積とコギングトルクを得ることができる。埋込磁石式の比較例２においては、磁
石体積は比較例１に近い。ただし、トルクを大きくするためにエアギャップ30を短縮した
が、永久磁石210の周方向側の軟磁性磁極220の側壁部の厚みによる磁束もれとトルク低加
およびトルクリップルの増加の影響の方が大きい結果となり、また、積厚は第１の実施形
態の1.25倍となったため、効果は認められなかった。一方、図１２において、磁石体積は
第１の実施形態が最小であり、コギングトルクとトルクリップルも小さく、効果のあるこ
とが示された。
【００７７】
　本実施形態によれば、軟磁性磁極材220の円弧半径が回転子半径に近く、軟磁性磁極材2
20と固定子内径との平均的距離が小さいためトルクが向上する効果がある。また、軟磁性
磁極材220の円弧半径が大きいため、コギングトルクとトルクリップルが増加する傾向に
なるが、これについては、軟磁性磁極材220の外周面を延長させる形で突出部を設けて回
転子磁極間に磁束漏れを生じさせることにより、コギングトルクを小さくできる。また、
突出部より内周側は、軟磁性磁極材220の磁石側の軟磁性磁極材220であり、回転子の鉄心
200と分離されており、かつ、突出部の周方向の幅より小さく形成された形状になってお
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ルクリップルの増加を抑制する形状にできる。また、軟磁性磁極材220の円弧半径が回転
子半径に近いと、永久磁石210の周方向端部の磁極材が厚くなり、磁束が軟磁性磁極材220
を自由に移動できることから、減磁界の端部集中が大きく緩和され、熱減磁が抑制される
。これにより、磁石厚みを低減し、磁石質量あたりのトルク出力の向上が可能になる。こ
のように、磁極端部形状と隣接磁極間の空間とを有効に利用して、少ない磁石使用量でト
ルクを生成できる回転子構造を提供可能になる。
【００７８】
　以上説明した実施形態によれば、次の作用効果が得られる。
（１）電動機1は、固定子10と、固定子10と対向して設けられ、径方向に、鉄心200と、永
久磁石210と、軟磁性磁極材220とを配置して磁極を構成する回転子20と、を備え、軟磁性
磁極材220は、固定子10に近い側に円弧状の表面を有し、かつ永久磁石210よりも大きな幅
を回転子20の周方向に有する突出部223が形成されている。これにより、磁極の端部形状
によるトルク生成への寄与を向上させ、より少ない磁石使用量でトルクを生成できる。
【００７９】
　本発明は、上記の実施形態に限定されるものではなく、本発明の特徴を損なわない限り
、本発明の技術思想の範囲内で考えられるその他の形態についても、本発明の範囲内に含
まれる。また、上述の実施形態を組み合わせた構成としてもよい。
【符号の説明】
【００８０】
1　電動機
10　固定子
20　回転子
30　エアギャップ
40　金属製カバー
100　固定子コア 
110　コアバック 
130　ティース 
140　巻線
200　鉄心（回転子コア）
201　鉄心の周方向の側壁部
202　鉄心の樹脂嵌め込み凹部
203　鉄心の磁石側の周方向端部の突起部
205　鉄心の樹脂嵌め込み凹部の外周方向の壁部
206　鉄心の磁石支持部材
207　鉄心の磁石支持部材の表面
210　永久磁石 
211　永久磁石の周方向の側壁部
220　軟磁性磁極材    
221　軟磁性磁極材の固定子側
222　軟磁性磁極材の磁石側
223　軟磁性磁極材の突出部
224　軟磁性磁極材の磁石側の周方向の側壁部
225　軟磁性磁極材の磁石側周方向の突起部
226　軟磁性磁極材の固定子側の円弧状表面
230　合成樹脂
231、231B、231C、231D、231E、231F　空隙
232、232B、232C、232D       合成樹脂の外周側表面
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【図７】 【図８】
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